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1	 中央アジア・コーカサス諸国の電力供給インフラはソ連時代に建設されたた
めに、ロシアも含めて国を超えて地域としてネットワークを構成していた。

2	 ソ連崩壊後に中央アジア・コーカサス諸国は、エネルギー安全保障の観点か
ら、自国内で完結するように地域のエネルギー供給網を再構成しようとして
きた。

3	 限られた財政余力、海外からの投資資金不足により、各国は電力需要の伸び
を賄うための発電所の建設や送電線の増設ができておらず、指向に反して依
然として、隣接国が相互に、電力需給の季節的な補完関係を維持している。

4	 エネルギー利用の効率化と再生可能エネルギーの導入は、各国に共通するエ
ネルギーセクターの課題であり、ソ連時代に整備された老朽化したエネルギ
ーインフラの更新も行う必要がある。エネルギーセクターへ海外からの投資
資金をより多く受け入れるためにも、投資環境整備やセクター改革は急務で
ある。

5	 日本企業は、直接出ていくことが難しい地域であるため、主要部品のサプラ
イヤーとして最終製品のサプライヤーであるロシア企業や中国企業を支える
ポジションで間接参入を目指すべきと考えられる。
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Ⅰ	 政治経済体制だけでなくエネルギー需給状況・
	 インフラも多様なシルクロード沿線諸国

アルメニア、アゼルバイジャン、ジョージ
ア、ウズベキスタン、モルドバ、カザフスタ
ン、キルギス、タジキスタン、トルクメニス
タンなどの中央アジア・コーカサス諸国は、
ソ連崩壊（1991年12月）以降に独立を宣言
し、それぞれ、国家主権の確立と独自の経済
成長に取り組み始めた。これらの国における
独立以降の政治的、経済的発展は、必ずしも
同一ではない文献。こうした多様な発展の一
例として、2013年 7 月にアルメニア政府は欧
州連合との連合協定を締結、同様にジョージ
ア政府は、14年 6 月に欧州連合との連合協定
を締結している。一方で、10年 1 月にカザフ
スタンとベラルーシがロシアと結成したユー
ラシア経済連合には、アルメニア、キルギス
が加盟しており、タジキスタンも加盟候補国
となっている。

これらの国々のエネルギー部門の動向もま
た多様である。アゼルバイジャン、ウズベキ
スタン、カザフスタンは石油や天然ガスなど
の炭化水素資源に恵まれており、過去20年間
で石油とガスの生産量を大幅に拡大した。中
央アジア・コーカサス諸国は化石資源だけで
なく、太陽光、風力、水力などの再生可能エ
ネルギーの開発ポテンシャルや、エネルギー
効率改善のポテンシャルも大きいと見られて
いる。

本稿では、中央アジア・コーカサス諸国の
エネルギーセキュリティや再生可能エネルギ
ー、省エネルギーの可能性について紹介する
とともに、日本企業の参入機会についても紹
介することを目的にしている。

Ⅱ	 ソ連崩壊後の中央アジア・コーカサス諸国
	 におけるエネルギー供給・インフラ再構成

1	 統合されていた
	 ソ連時代のエネルギーインフラ

中央アジア・コーカサス諸国の電力、石
油・ガスパイプラインなどのエネルギーイン
フラは、ソ連時代は相互に密接に接続されて
おり、一体的な運用が行われていた。

たとえば電力について、中央アジアでは一
つの高圧送電網で、カザフスタン、ウズベキ
スタン、トルクメニスタン、キルギス、タジ
キスタンの五つの共和国すべてに電力を供給
することができていた。この結果、ソ連崩壊
直後は、中央アジア・コーカサス諸国それぞ
れにおいて、ある国の遠隔地にエネルギーを
供給するためには別の国を経由せざるを得な
いエネルギーインフラのネットワーク構成に
なっていた。

2	 各国における政治経済の自立化が
もたらしたエネルギーインフラや
エネルギー資源の共同利用の分断

ソ連崩壊後に各国が政治経済で独自性を強
める中で、エネルギー供給においても各国は
独立性を高める方向で追加的なインフラ整備
を行い始めた。

この結果、ソ連時代は河川の上流と下流で
水資源の共同利用が行われていたSyr Darya
川とAmu Darya川流域においても、電力と
水資源のバーター取引の取り決めを破棄する
事例も見られた。経済発展の水準が低い国に
水力資源が豊かに賦存しており、これらの国
が、自国の経済発展のために安価な水力発電
ポテンシャルを開発する代わりに世界市場価
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格で提供される化石燃料を用いて発電を行
い、水資源を下流域の他国の農業部門などに
供給することはソ連時代は一般的であった
が、ソ連崩壊後に失われていった。

これは、国際河川の上流・下流域の政治的
緊張をもたらした。たとえば、タジキスタン
とウズベキスタンの関係が悪化したのは水資
源の配分を理由とする。このような中央アジ
ア・コーカサス諸国における隣国との関係性
の悪化は、地域で統合されていたエネルギー
供給インフラを、各国内で完結させるように
再整備する動きをもたらした。

3	 国によって異なる
	 エネルギーセクターのガバナンス

このような地域で統合されていたエネルギ
ーインフラの分断の動きをさらに加速させる
動きとして、国によってエネルギーセクターの
ガバナンス体制が異なるようになったことも
指摘できる。アゼルバイジャン、ベラルーシ、
タジキスタン、トルクメニスタン、ウズベキス
タンでは、国営の電力公社とエネルギー省が
併存することで政策面と事業面が分離されて
いたが、両者は連携を取り運用されてきた。

それ以外のカザフスタン、キルギス、アル
メニア、ジョージアなどでは、電力公社の商
業化、民営化が進められている。民営化の動
きが最も進んでいるジョージアでは欧州型の
アンバンドリングが導入されており、国営企
業は引き続き送電線を運営しているものの、
発電、小売については民間企業が参入できる
市場になっている。

4	 ロシアのセクター支配力が
	 残っている天然ガス

天然ガスセクターに関しては、ほとんどす
べての天然ガス輸入依存国において、輸送・
配給インフラの大部分がロシアのガスプロム
やその関連会社によって買収されていった。
たとえばガスプロムは、既存の国際輸送天然
ガスパイプラインを所有するジョイントベン
チャーを各国に設立し、その過半の株式を保
有している。石油や天然ガスの国際輸送パイ
プラインを新規に建設する場合は、必ずしも
ガスプロムの関連会社の所有にはなっていな
いが、主要な天然ガス輸送パイプラインはガ
スプロムを通じてロシアに押さえられている
のが実情である。

5	 成功しているとはいえない
	 エネルギー価格政策

中央アジア・コーカサス諸国の多くの国で
は、エネルギー価格政策は従来の経済省から
各セクターの省庁、もしく独立専門規制機関
に権限委譲が行われている。この結果、アル
メニア、ジョージア、カザフスタンなどの
国々では、1990年代半ばから後半にかけて、
複雑な市場構造、ルール、および料金設定方
法が採用された。これらの初期の取り組み
は、地域のエネルギー市場において必ずしも
成功したとはいえない。次いで、2000年代半
ばから後半（06〜08年）に、電力公社を保有
する政府が、独立専門規制機関への関与を深
めた結果、規制当局の独立性を危うくした。
これらの国において、近年、政府は政策変更
を行い、政府と公社の直接的な取り決めを改
め、規制当局の独立性を取り戻すために、料
金体系、方法論および設定を見直している。
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政府がエネルギー価格設定への関与を継続
している国では、一部の料金はエネルギー部
門の供給コストを下回る水準で設定されてお
り、電力公社の収益低下をもたらしている。
この低収益性によって、電力公社は外部から
の直接投資を十分に確保できていない状況で
ある。この結果、インフラの更新や、省エネ
ルギー性能が高い施設・設備の導入が十分に
なされていない。現在、各国とも、エネルギ
ーインフラの更新の資金を国際金融機関から
の政府保証付き長期借り入れに依存してお
り、自立した経営が行われているとはいえな
い。

6	 中央アジア・コーカサス諸国
	 におけるエネルギー政策の変化

独立後20年以上経った今も、ほとんどの国
では目の前にあるエネルギー問題の解決に終
始しており、各国の経済発展戦略を踏まえ
た、十分に検討された中長期的・総合的なエ
ネルギー政策の立案や、その具体化に向けた
政策実施メカニズムの策定は行われていな
い。

中央アジア・コーカサスのほとんどの国で
は、年間GDP成長目標に基づいてエネルギ
ー政策の優先順位を設定している。

これらの国では、エネルギー政策は供給面
を中心に立案されており、セグメント化され
たセクター開発計画に基づいている。

たとえばカザフスタンやアゼルバイジャン
のようなエネルギー資源国は、エネルギーセ
クター開発の野心的な目標を、各国の経済開
発目標と一致させている。また、トルクメニ
スタンはエネルギー供給システムの信頼性を
改善し、国内での省エネの推進を図ろうとし

ている。さらに、ウズベキスタンはADBと
密接に協力して新しいマスタープランに取り
組んでおり、エネルギー分野での投資受け入
れを可能にするためのセクター改革に取り組
んでいる。

一方、持続可能な開発という目標を達成す
るために、時代遅れのエネルギーセクター戦
略を新しい中長期戦略に置き換えなければな
らない国もある。アゼルバイジャン、ジョー
ジア、およびタジキスタンなどである。ま
た、アルメニアとキルギスは詳細・具体的な
エネルギー開発に関する政策・計画が立案さ
れておらず、その作成がそもそもの課題にな
っている。

これらの国では統計部門の能力が不足して
いる。エネルギー統計は過去の実績を記録し
ているにとどまり、将来のエネルギー消費量
の予測やエネルギー政策の立案に活用されて
いるわけではない。また、正確な需要データ
の収集、管理、および国内のエネルギー需給
情報の突き合わせが必要ではあるものの、エ
ネルギーデータの収集が供給側に偏っている
のが現状である。加えて、伝統のある中央集
約的な発電所やそこを起点とする送配電網に
関する統計は業務データとして記録されてい
るものの、近年開発が進んでいる再生可能エ
ネルギーや分散電源の開発に関する情報や統
計の収集が行われていないことが多い。これ
らの国で、今後のエネルギー需給計画や政策
の立案、省エネ施策の推進を考える上で、需
要側および再生可能エネルギーのデータを収
集するための統計部門の能力強化が必要であ
る。

これらの国では、エネルギー部門に関する
法律は整備されているが、その実施について
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よって、エネルギーセクターにおいて多くの
対外投資を受け入れている注3。

Ⅲ	 各国のエネルギーセクターの現状と供給安定性

中央アジア・コーカサス地域における消費
者のエネルギーへのアクセスは、非常に高
く、ソ連時代に既に99％以上のアクセス率を
達成していた（表 1 ）。ただし、高品質（24
時間365日供給など）のエネルギー供給は、
大都市以外の地方や貧困地域で制限されてい
る。これらの供給が制限されている地域で
は、二つの課題が指摘されている。老朽化し

課題を抱えている場合が多い。所管する組織
が複数にわたっていたり、政府部門の法執行
能力に対する信頼が不足していたり、法律を
施行していくための規則や手順を詳述した施
行令、施行規則が十分に整備されていなかっ
たりするためである。このため、法律の解釈
があいまいであったり、法律に明記されてい
ない慣行に基づいて実務が遂行されていたり
することが散見される。

例外はジョージアとカザフスタン注1であり、
投資関連の許可と運用上の課題の解決にシン
グルウインドサービスを提供している注2。ジ
ョージアはこのような簡明化された手続きに

表1　中央アジア・コーカサス諸国の電力に関する基礎情報

人口
（人） 電化率 発電量

（billion kWh）
電力消費

（billion kWh）
電力輸出

（billion kWh）
電力輸入

（million kWh）
発電能力

（million kWh）

ジョージア
3,707,000 100％ 11.6 12.4 0.7 1,500 4.3

アゼルバイジャン
9,923,914 100％ 23.3 20.3 0.3 108 7.4

ウズベキスタン
29,748,859 100％ 59 48.0 13.0 11,000 12.6

アルメニア
3,045,191 100％ 7.4 5.3 1.4 174 4.1

カザフスタン
18,556,698 100％ 100.4 95.3 1.6 1,618 22.1

キルギス
5,789,122 100％ 12.8 10.7 0.2 729.0 3.9

タジキスタン
8,468,555 100％ 17.0 12.9 n/a 63.0 5.5

トルクメニスタン
5,351,277 100％ 21.2 15.1 3.2 0 4.0

注）発電量、電力消費、電力輸出、電力輸入、発電能力は年間の数値
出所）CIA World Factbook
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題を引き起こし、電力会社などのエネルギー
供給公社の財務問題を引き起こしている。こ
のため、老朽化したインフラの更新費用を確
保できないという前者の課題の解決を難しく

たエネルギーインフラによる供給信頼性の低
下と低い水準に抑えられた電力料金でも貧困
層には相対的に高いエネルギー価格水準であ
る。特に後者は、エネルギー料金の未払い問

表2　中央アジア・コーカサス各国のエネルギーセクターの概要（2019年2月現在）

国名 法制度の整備状況 セクターの現状と課題 発電能力の現状

電源構成（％）
事業展開上の
留意点火

力
原
子
力

水
力

そ
の
他

出
所

ア
ル
メ
ニ
ア

エネルギー法注4は、エネルギー
部門に関与する法人間の関係を
規制し、消費者に電気、暖房、
および天然ガスを生産および配
達するための法的根拠を与えて
いる
エネルギー効率と再生可能エネ
ルギーに関する法律注5は、エネ
ルギー効率を改善し、再生可能
エネルギーの追加の供給源を開
発するためのメカニズムを特定
している。この法律は、再生可
能エネルギー資源の開発を促進
し、生産されるすべての再生可
能エネルギーを配電会社が購入
する義務を定めている
電力業界の規制当局である公共
サービス規制委員会（Public 
Service Regulatory Commis-
sion of the Republic of Arme-
nia）注6は、新たに建設された小
水力発電所（SHPP）、風力発電所、
バイオマス発電所に対して魅力
的な買取料金を設定している

送電ロスの減少、電力
料金の有収率がほぼ
100％であることで、
民間企業がエネルギー
セクターのサービスに
参入しやすくなってい
る
エネルギー供給不足、
低い供給信頼性、エネ
ルギー料金の高騰が課
題になっている
35％と低いエネルギー
自給率も課題であり、
エネルギー資源のロシ
ア依存度が高まってい
る。このため、省エネ
ルギー施策の推進や再
生可能エネルギーの導
入促進がエネルギー分
野における優先政策に
なっている

アルメニアは現状、原
子力発電所を含めて十
分な発電能力を持って
いるが、電力需要は年
間2～ 3％で成長する
と予想されている
アルメニア原子力発電
所（別名、Metsamor）
が寿命を迎え、ロシア
から提供される天然ガ
ス補助金が期限切れに
なると、供給能力が著
しく低下する
エネルギー安全保障を
改善するために、火力、
太陽光、風力、地熱な
どのエネルギー資源の
開発を促進している

27 32 37 4 Ministry 
of Energy 

Infra-
structure 

and 
Natural 

Resourc-
es

アルメニア
は、ユーラシ
ア関税同盟に
所属してお
り、また、ソ
連 時 代 の
GOST規格に
準拠した国内
規格を依然と
して運用して
いるためロシ
アにローカラ
イズされたエ
ネルギー機器
の非課税輸入
を行える

ジ
ョ
ー
ジ
ア

エネルギー政策には長期的・包
括的なセクタービジョンを含
み、このビジョンが短中長期の
エネルギーセクターの開発計画
や、セクターの法的基盤を形成
するための基礎文書になる
Ministry of Economy and Sus-
tainable Developmentは、エネ
ルギーセクターの政策立案を担
当している。また国家戦略やプ
ログラムの適用や、国家戦略と
プログラムの採用に参加し、そ
の実施を研究し、関連する勧告
を作成する。Ministry of econ-
omy and sustainable develop-
mentは、セクターの特定セグメ
ントについて自由化や部分自由
化について決定する
Georgian National Energy and 
Water Supply Regulatory 
Commissionは、エネルギーセ
クターの規制主体である。この
委員会の財源は、ライセンスや
輸入者、電力供給者、電力シス
テム商業運営者などが支払った

現在、財務省は新たな
借り入れには慎重であ
り、他方で、地元企業
による資金調達とプロ
ジェクトへの参加を期
待している。ただし、
これらの地元企業に
とって、国際ドナーが
提案する国際プロジェ
クトへの参加機会は限
定的である
一方で、特に山間部を
中心とする地方電化は
政府にとって課題に
なっている。ジョージ
アの人口の70％は地方
に居住しており、人口
の43％が農業セクター
で雇用されている。ま
た、観光産業もジョー
ジアで急激に成長して
いる産業の一つであ
る。ジョージアへ訪れ
る観光客は増加してお
り、毎年300万人に達

ジョージアには2万以
上の河川があり、さら
に300カ所以上の水力
発電の建設余地があ
る。今日、このうち
25％の経済的に採算が
見込める水力発電所の
建設可能性について、
事業化が検討されてい
る。Ministry of Econ-
omy and Sustainable 
Departmentによると
60カ所の潜在的な水力
発電所の建設が可能で
あり、これらの結果、
ジョージアでは、水力
を 利 用 し て さ ら に
25TWhの発電が可能
になると見込まれてい
る
これらのすべての水力
発電所は完全に民間に
開放されており、輸出
ライセンスは不要でト
ルコ向けの新しい送電

36 0 64 0 Georgian 
Statistic 
Service

ジョージア
は、EUへ の
加盟を目指し
ており、市場
開放政策を
とっている。
こ の た め、
EUの基準に
合致した製品
を 消 費 者
（ユーザー）
は想定してい
る



シルクロード沿線諸国の現状と日本企業のビジネスチャンス

80 知的資産創造／2019年4月号

表2　つづき

国名 法制度の整備状況 セクターの現状と課題 発電能力の現状

電源構成（％）
事業展開上の
留意点火

力
原
子
力

水
力

そ
の
他

出
所

ジ
ョ
ー
ジ
ア

規制料金である。委員会は、大
統領によって任命された5名の
委員からなる。規制委員会は、
発電、送電、ディスパッチ、配
電ライセンスを発行し、タリフ
の方法論を承認する
送配電は、二つの輸送ライセン
スが必要である

している。地方部の電
化の推進は観光産業や
農業の発展にとっても
重要であり、地方部の
人口減少を抑止するこ
とにもつながると考え
られている

線への優先アクセスが
保証されている。この
結果、事業者は自由に
市場を選択し、交渉価
格で電力を販売するこ
とができる

ア
ゼ
ル
バ
イ
ジ
ャ
ン

アゼルバイジャンは歴史的に石
油ガスの産出で潤ってきた。近
年新たに発見された油田・ガス
田からの石油・ガスの産出で、今
後も石油ガス産業が主力産業で
あり続ける。このため、アゼルバ
イジャンでは85％以上の発電が
天然ガス火力発電（14カ所）に
よっており、石油炊きの発電所は
1％未満である。残りは6％が水
力発電（10カ所）となっている
エネルギー分野は、複数の国家
プログラム、決議、政令がある。
基本的に、再生可能エネルギー
の利用増加をうたっている。主
要な政策は以下の通りである
● The State Strategy on Use 

of Alternative and Renewa-
ble Energy Sources （2012-
2020）, approved by the De-
cree of the President of the 
Republic of Azerbaijan No. 
1958 dated 29 December 
2011.

● Azerbaijan 2020: Look into 
the Future Development 
Concept, approved by the 
Decree of the President of 
the Republic of Azerbaijan 
dated 29 December 2012.

● State Program on socio-eco-
nomic development of re-
gions of the Republic of 
Azerbaijan for 2014-2018, 
approved by Decree of the 
President of the Republic of 
Azerbaijan № 118 dated 27 
February 2014.

● Strategic Road Map for the 
development of utility ser-
vices （electricity, heat, wa-
ter, gas） in Azerbaijan, in-
c luded  in to  the  “Bas ic 
directions of the Strategic 
Roadmap of the National 
Economy and Main Eco-
nomic Sectors” approved 
by the Decree of the Presi-
dent of the Republic of Azer-
baijan on 6 December 2016.

電力市場は、2022年ま
でに自由化されること
が予想されている。政
府はコンバインドサイ
クルから発電のみの設
備に切り替え、地域熱
供給を分散化しようと
している。また、電力
料金についても、料金
が低いため引き上げが
議論されている。ス
マートメーターの導入
は、料金徴収率の向上
と、地域のエネルギー
会社の収益性を改善す
ると考えられている
エネルギー省（Minis-
try of Energy）は、ガ
スが供給されていない
地方山間部での農村電
化に関心がある。1～
3の村で1MWt程度の
電力需要である。パイ
ロットプロジェクトが
うまくいった場合に横
展開の支援を期待する
可能性がある。また、
綿花プラントからの廃
棄物を活用したバイオ
マスペレットの製造に
も関心があるとの表明
がされている

発電分野において、ア
ゼルバイジャンは数
十億kWhの輸出余力を
有している。2018年1
月から6月にかけて、
1.156MkWhの電力を
5,460万ドルで輸出し
た。関税局によると、
全輸出額のうち、電力
輸出のシェアは0.63％
になっている。余剰電
力を輸出するために、
アゼルバイジャンはい
くつかのプロジェクト
を想定している。具体
的には、アゼルバイ
ジャン─ジョージア─ト
ルコ エネルギーブ
リッジ構想である。こ
の送電線網により、ア
ゼルバイジャンは欧州
に年間700MW分の電
力を輸出することが可
能になる。また、イラ
ンのMuganやAstara地
域に、18年6月から電
力輸出を始めており、
年間80MWの輸出が行
われると予測されてい
る
ソ連崩壊後、アゼルバ
イジャンの送電システ
ムはイランと統合され
ている。このため、現
在、ロシア、アゼルバ
イジャン、イランの間
で3国間の電力システ
ムの統合に関する議論
が行われている

85 0 14 1 Ministry 
of 

Energy

アゼルバイ
ジャンはエネ
ルギーセク
ターにより多
くの投資を受
け入れようと
している
一方で、設備
はロシア、イ
ラン、トルコ
製が多い
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国名 法制度の整備状況 セクターの現状と課題 発電能力の現状

電源構成（％）
事業展開上の
留意点火

力
原
子
力

水
力

そ
の
他

出
所

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン

電力に関する規制を行う独立組
織は存在しておらず、2017年ま
で、ウズベクエネルゴ（Uzbek-
energo）が電力セクターの管理
を行っていた。電力セクターの
計画として、15年5月5日付大統
領令No.PP2343によって、19年
までの計画が公表されていた。
18年10月23日 にOn measures 
to accelerate the development 
and ensure the financial sus-
tainability of the electricity in-
dustryと い う 大 統 領 制 定
No.PP3981が発表された

ウズベキスタンは、世
界でも有数の二酸化炭
素排出原単位が大きい
国の一つであり、世界
平均の6倍である。こ
のため、省エネ対策や
再生可能エネルギーの
導入を積極的に進める
必要がある。このよう
な大きな潜在性にもか
かわらず、再生可能エ
ネルギーの供給は需要
の14％未満である

発電能力の12.6GWh
のうち89％が老朽化し
た火力発電所であり、
適切な管理はされてい
ない

86.4 0 13.6 0.3 Uzbek-
energo

現在、制度・
体制などが変
化している。
民営化や自由
化がエネル
ギーセクター
でも予告され
ているが、そ
の概要は公表
されていない
高性能機器は
日本やEUか
ら入ってきて
いるが、その
他はロシア製
や中国製の機
器が利用され
ている

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

地域最大の電力供給事業者はカ
ザフスタンの電力卸売市場に自
由化をもたらすため、民営化・
株式会社化された
2013年8月に、カザフスタンは省
エネ2020プログラムを立案した。
このプログラムは、22の法律で構
成されており、3,000以上の新し
いエネルギー基準を導入するも
のである。これは、カザフスタン
のエネルギー使用を15年まで毎
年10％ずつ削減するものであり、
1.1兆カザフスタン・テンゲ（KZT）
の予算が割り当てられていた
電力法2004年（11年と12年に修
正されている）は、電力セクター
の基本法であり、発電事業者と
卸売市場の関係を規定するもの
である。これは、以下の二つの
法律を含む
● Law on Amendments and 

Changes to Certain Legisla-
tive Acts of the Republic of 
Kazakhstan on Electricity.

● Agreement on the Invest-
ment Activities of Natural 
Monopoly Entities and Reg-
ulated Markets.

施行令・規則などは発電事業者
にタリフを引き下げるように要
求したり、投資計画が実施され
ない場合に未投資分をタリフに
還元するように求めている

カザフスタンの発電所
は北東部に立地してい
るが、カザフスタンに
おける主な電力消費地
は南東部に立地してい
る。南北送電線は既に
存在しているものの、
その容量は不足してい
る
カザフスタンの西部は
発電能力が不足してお
り、不足分を補うため、
ロシアから電力を輸入
している
カザフスタンでは、発
電事業者は電力需要に
応じた発電設備の運転
が行えないため、電力
周波数をコントロール
できていない
南部の送電網は中央ア
ジアの統合電力システ
ムの一部であり、南部
以外のカザフスタン
は、ロシアの送電シス
テムの一部となってい
る。ロシアは送電シス
テムを2000年から10
年にかけて更新した
が、カザフスタンでは
それに対応できていな
い

14カ所の発電プロジェ
クトがカザフスタンの
電力計画に位置付けら
れており、それらのう
ちの8カ所が完成して
いる。カザフスタンの
国家目標として2020
年までに発電量の3％
を再生可能エネルギー
とし、30年までに発電
量の約10％を再生可能
エネルギー由来の電力
とすることを掲げてい
る
2010年以前は、カザフ
スタンは電力輸出国で
あったが、それ以降は
電力輸入国になってい
る。ただし、13年以降
は電力輸出が可能に
なっている

86.1 0 13.3 0.8 CIA 
World 

Factbook

カザフスタン
通貨のテンゲ
の下落により
カザフスタン
企業による資
本投資が難し
くなっている
主な輸出対象
はロシアや中
国になってい
る

キ
ル
ギ
ス

キルギスではエネルギー法や電
力法が国営企業による独占を廃
止しエネルギー市場の自由化を
進めるために整備されている
が、依然として、電力公社であ
るOJSC Elektricheskie Stantsii

エネルギーセクター
は、設備類が耐用年数
を超えて老朽化してお
り、電力損失が経営に
影響を与える水準まで
高まっており、電力料

キルギスでは水力によ
る発電が発電総量の
80％を占めている。電
力料金は補助金がかな
り入っており、低い水
準に設定されている。

20.6 0.0 79.4 0.0 CIA 
World 

Factbook

キルギス政府
は、水力発電
インフラの改
善のために専
門知識や経験
を求めている
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キ
ル
ギ
ス

は、キルギスの発電量の98％を
占めている（OJSC Elektrich-
eskie Stantsii, 2013）
キルギス国家エネルギープログ
ラム（Kyrgyzstan’s National En-
ergy Programme）は、公式に
エネルギーセクターにおける環
境保護や新しいタリフ政策の導
入を促進しているが、特定の目
標を掲げているわけではない
（Kyrgyz Republic, 2008）
再生可能エネルギーについては
投資家にインセンティブを提供
しており、再生可能エネルギー
資源法（Law on Renewable En-
ergy Sources）は、再生可能エ
ネルギー発電施設の設備や材料
の輸出入において関税の免除を
規定している
また、エネルギー法に基づいて
燃料・エネルギー規制局（State 
Department for Regulation of 
Fuel and Energy）が発電につ
いてライセンス発行を行う

金が低く抑えられてい
る一方で石炭や天然ガ
スは市場価格で購入し
ており逆ザヤが発生し
ている。この結果、電
力公社の財務状況は厳
しい。また、水力発電
用の水資源の利用につ
いて運営上の制約が生
じている
これらの結果、貧困層
へのエネルギー供給が
減少している

このため、電力セク
ターへの民間投資は進
んでいない。この結果、
電力需要の伸びに電力
供給が追い付いておら
ず、電力を輸入してい
る。若干の例外を除い
て、トクトグル水力発
電所などの主要な発電
所はソ連時代に建設さ
れており、設備更新の
必要があるが、実施さ
れていない

IFIなどの国
際金融機関は
キルギスの水
力発電部門に
民間資金を導
入するため外
資への機械開
放を求めてお
り、既存設備
の維持補修な
どで民間企業
の活動余地が
あるが、市場
の複雑さと汚
職のリスクに
よって海外の
民間企業がキ
ルギスの市場
に参入するこ
とは依然とし
て難しい

タ
ジ
キ
ス
タ
ン

タジキスタンの電力セクター
は、電力公社であるBarqi Tojik
によって統合されている
Barqi Tojikの借入金は2億ドル
（100億ソモニ）を超えており、
Barqi Tojikの未払税金は、1億
3,550万ソモニを超えている

電力不足と隣接国から
の電力輸入の難しさの
ため、タジキスタン政
府にとって電力セク
ター改革は優先順位の
高い政策目標となって
いる
タジキスタン政府は現
在二つの戦略を実施し
ている
（i）国内エネルギーセ
クターの改革
（ii）電力輸出のための
大規模発電所の開発
特に、後者については、
経済成長と外貨獲得源
の多様化のための機会
の創出につながる

タジキスタンの発電セ
クターの最大の課題
は、水力発電の有する
季節性である。冬季に
は貯水量が低下し、特
に地方部で電力供給余
力が低下する。タジキ
スタン政府は石炭火力
発電所を建設すること
で、冬季の電力不足を
解消しようとしている

7 0 93 0 EIA、CIA 
World 

Factbook

資金や労働力
不測のため開
発機会は限定
的である
このため、中
国企業が価格
入札において
低価格での受
注を行ってい
る

ト
ル
ク
メ
ニ
ス
タ
ン

トルクメニスタンでは電力セク
ターはエネルギー・産業省が支
配しており、ガス火力発電が主
流である
2013年に政府は送電線網の拡充
と14カ所の天然ガス火力を13年
から20年までに増設すること
で、電力セクターの近代化と拡
張を決定した

トルクメニスタンの石
油や天然ガスの埋蔵量
は大きいが、輸送イン
フラの不足により、エ
ネルギー市場において
大きな位置を占めてい
ない。過去数年間、中
国向けをはじめとする
天然ガス輸出の増加の
ために、資源開発と輸
送網の拡大に投資が行
われた

トルクメニスタンは、
既存の発電所の改良と
新設発電所（2020年ま
でに14カ所4000MWh）
の整備によって20年ま
でに26BkWhまで、30
年までに35BkWhまで
発電能力を拡張するこ
とを計画している

100 0 0 0 EIA、CIA 
World 

Factbook

公式には政府
は世界でも性
能の高い設備
を求めてい
る。ただし、
鎖国している
ため情報は限
られている
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幅に拡大している。輸出に際して、ソ連時代
からのパイプライン網はロシアを経由してい
るものが多いが、ロシアへの依存度を低下さ
せるために中央アジアから中国への石油とガ
スの輸出パイプラインが複数建設されたり

（図 1 ）、ヨーロッパ市場に向けてコーカサス
からトルコ経由でパイプライン注8を整備す
る動き（図 2 ）や、アフガニスタン、パキス
タン、インドなどへの輸出パイプライン注9

を整備する動きがある。
このほか、カザフスタンには大きな石炭鉱

床があり、タジキスタン、キルギス、ジョー
ジアの水力資源注10、カザフスタンとウズベ
キスタンのウランの鉱床なども著名である
が、十分に開発されているわけではない。

している。
中央アジア・コーカサス諸国のエネルギー供

給の現状について整理したものが表 2 である。

Ⅳ	 中央アジア・コーカサス地域における
	 エネルギーセクター開発の可能性

中央アジア・コーカサス諸国は、カスピ海と
黒海の盆地周辺に集中した豊富な炭化水素注7

だけでなく、国によって水力、太陽光、風力
などの再生可能エネルギー資源にも恵まれて
いる。

中央アジアとコーカサスのエネルギー資源
保有国は世界各国にエネルギーを供給してお
り、1990年代初頭から石油とガスの輸出を大

図1　中央アジアにおける ロシア経由以外のパイプラインの地図

出所）https://geopoliticalfutures.com/central-asia-pipelines/
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えばカザフスタンでは、2050年までに一次エ
ネルギーの50％を代替エネルギーにする方針
を示しており、太陽光など再生可能エネルギ
ー資源の開発を進めている。また、石油を天
然ガスで置き換え、発電効率を引き上げる取
り組みも進めている。

一方でロシア主導のユーラシア関税同盟加
盟国注11は、一次エネルギーミックスを強化
するために、新たな原子力発電所の開発また
は既存の原子力発電所の拡大を検討し始めて
いる。

また、中央アジア・コーカサス地域は、欧
州、湾岸諸国、インド、中国など、世界で最
も成長しているエネルギー市場に隣接してい
る便利な場所にあり、これらの地域へのエネ
ルギー輸出（天然ガス・電力輸出）にも関心
がある。

たとえば、ウクライナを経由して、当初20
年代後半での運用開始を計画していた南部回
廊の「共通利益のプロジェクト注12」（PCI）
を通じて、中央アジア（特に、トルクメニス
タン）からヨーロッパへの天然ガス供給を可

表 2 でも示したように、中央アジア・コー
カサス諸国は、エネルギー資源を保有してい
る国が多い一方で、多くの国が再生可能エネ
ルギーの導入促進や省エネルギーにも関心を
示し、優先政策として取り組んでいる。たと

図3　ジョージア電力輸出入
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出所）ジョージア統計局

図2　欧州向けのロシア経由以外のパイプラインの地図

出所） https://www.tap-ag.com/news-and-events/2018/11/27/tanap-and-tap-complete-pipeline-connection
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も2020年以降を見据えた包括的で持続可能な
エネルギー戦略を策定しようとしている。こ
のためには、エネルギーの需給動向をしっか
りと評価した中長期的なエネルギーシナリオ

（30年まで）の見直しや、新たな開発が必要
となる。

エネルギー戦略を強化するには、再生可能
エネルギーとエネルギー利用効率の向上、た
とえば既存のエネルギーデータ利用の最大化
や、追加のデータ要件の特定、戦略的計画の
ためのツール開発、経済全体にわたるエネル
ギーの供給・需要および消費を監視するため
に必要なデータの取得、データを最新に保つ
措置、などが挙げられる。エネルギー関係の
データを管理し、政策決定のためにモデリン
グ提供を行う分析センターの設立は重要であ
る。

中央アジア・コーカサス地域でエネルギー
供給インフラを近代化するには、インフラ投
資を奨励するだけでなく、魅力的なビジネス
環境、競争力のある公正な規制の枠組み、お
よび必要な投資を得るための市場価格のイン
センティブを設計していく必要がある。その
中で、効率的なエネルギー市場モデルの開発
を継続し、システムの相互運用性を高め、規
制や貿易の障壁を取り除くのである。

ソ連時代は、物理的にエネルギー供給網が
接続されており、中央アジア・コーカサス諸
国の電力市場は相互に接続されていたが、今
後、地域市場の相互再接続を進めていくため
にも、市場ルールを見直さなくてはならな
い。ジョージアなどは既にEU加盟を視野に
入れ、EUと横並びの法規制を導入しつつあ
る。残りの国が足並みをそろえてエネルギー
市場の統合を行うかどうかによって、中央ア

能にするプロジェクトが進められている。
また、ジョージアからトルコ向けの電力輸

出やタジキスタンからアフガニスタンへの電
力輸出など、旧ソ連の中央アジア・コーカサ
ス諸国に閉じないエネルギー供給について取
り組まれている。

たとえばジョージアは、水力発電が主力で
あるため周辺国と比較して発電コストが低く
なっている。主な輸出対象はトルコであり、
トルコは現在欧州で最大、世界でも中国に次
いで 2 番目に電力需要が増加している国であ
る。14年時点でトルコの電力消費は年間
257.22TWhであり、5.2TWh分の電力が不足
していた。トルコ電力送電会社（Turkish 
Electricity Transmission Company：TE-
IAS）によると、今後も年間5.5％の速度で電
力需要が増加すると見込まれている。

トルコは特に夏季に電力不足になる傾向が
ある一方で、水力発電が主力であるジョージ
アは夏季に発電が余剰になる傾向がある。ジ
ョージアからトルコへ夏季に電力輸出を行う
ことで、地域としての電力供給の安定化を実
現し、ジョージアにとっては外貨獲得を、ト
ルコにとっては過剰な発電投資の抑制を実現
できる。

また、タジキスタンからアフガニスタンへ
の電力輸出も行われている。17年には13億
kWhが、18年 は 2 億kWh増 加 し15億kWhの
電力がタジキスタンからアフガニスタンに輸
出されている注13。

Ⅴ	 未来に向けた取り組みが必要な中央アジア・
	 コーカサス地域のエネルギーセクター

中央アジア・コーカサス地域では、各国と
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ジア・コーカサス地域の電力供給の効率性は
大きく左右されるであろう。

一方で、中央アジア・コーカサス地域にお
ける共通の課題の一つが電力料金である。エ
ネルギーセクターで持続可能な運営を実現す
るためには、電気と熱の包括的な料金体系を
構築しなくてはならない。特に、計画された
設備投資を可能にし、その経費も十分に反映
した料金水準にすることを視野に入れて、現
在設定されている補助金を段階的に廃止して
いく必要がある。エネルギー弱者のための料
金を設定するのはもちろんのこと、政策とエ
ネルギー分野の経営独立性とのバランスを見
直していくことが重要である。

最後に、中央アジア・コーカサス地域は、
設備更新に対する需要が大きい。政府関係者
や電力公社のエンジニアからは信頼性の高い
機器が望まれており、日本製品に期待するよ
うな発言がしばしば聞かれる。ただし、現時
点で電力公社の購買力は必ずしも高くなく、
日本企業が前面に出て市場に参入できるほど
投資環境が整備されているとはいいがたい。

価格優位性・地理的優位性から、ロシア企
業の製品より中央アジアでは中国企業の製品
が、コーカサスでは欧州企業の製品が導入さ
れることが多い。日本企業としても、中国企
業やロシア企業の背後で主要部品をこれらの
企業へ供給する間接参入を試みるのが現時点
では現実解であると考えられる。

注

1	 Kazakhinvestが設立されており、職員は主に50
歳未満で、ソ連時代を経験していない、西欧と
のビジネス経験がある人材が選ばれている。
Kazakhinvestは、副首相または首相に直接報告

できる権限が与えられている
2	 Enterprise Georgiaと呼ばれる戦略的な組織が設

立されており、経済・持続開発省（Ministry of 
Economy and Sustainable Development of 
Georgia）が直轄している。この組織は、事業、
投資、輸出の三本柱で運営されており、民間企
業の国際競争力の強化を図り、輸出潜在性の向
上、ジョージアへの海外直接投資の増加を推進
している

3	 現 時 点 で、17カ 所 の 水 力 発 電 所（ 出 力 総 計
820MW）が建設中であり、14カ所の水力発電所

（出力総計1,900MW）が許可を待っている。ま
た、26カ所の水力発電所（出力総計1,010MW）
が実現可能性調査の段階にある

4	 The Law on Energy of The Republic of Arme-
nia （07.03.2001 amended in 2017）

5	 The Law on Energy Efficiency and Renewable 
Energy （15.03.2016）

6	 http://www.psrc.am/en
7	 アゼルバイジャンのAbsheron、Azeri-Chirag-

Guneshli、Shah Denizなどの巨大な油田および
ガス田。カザフスタンのKarachaganak、Kasha-
gan、Tengiz。トルクメニスタンのGalkynysh、
Shatlyk、South Gutliyak、South Iolotan。ウズ
ベ キ ス タ ン のGazli、Kokdumalak、Shakhpa-
khty、Shurtanなど

8	 Trans Adriatic Pipeline（TAP）and the Trans 
Anatolian Pipeline（TANAP）

9	 Kazakhstan–China oil pipeline Central Asia – 
Center gas pipeline system Trans-Afghanistan 
Pipeline

10	 それぞれ 6 ％、12％、18％しか発電に利用され
ていない

11	 ロシア、ベラルーシ、アルメニア、カザフスタ
ン、キルギス（2010年 1 月に発足した）

12	 ウクライナ危機の影響で、ウクライナを経由し
て輸出されていたエネルギー資源の供給リスク
が高まったため、以前はあまり考えられなかっ
た案件の実現可能性が増えてきた。たとえば

「共通利益のプロジェクト（PCI）」であり、当
初2020年代後半での運用開始を計画していた南
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部回廊を通じて、中央アジア（特に、トルクメ
ニスタン）からヨーロッパへの天然ガス供給を
可能にするプロジェクトが進められている

13	 https://www.azernews.az/region/137707.html
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